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１．はじめに  

 平成 23 年 3 月に東北地方太平洋沖地震が発生し，

福島第一原子力発電所から放射性物質が漏洩した．

その放射性物質は，大気や海洋を介し，北は青森県か

ら南は三重県までの太平洋側の各都県に拡散し 1)，

農作物や水産物から放射性セシウムの食品基準値

100 Bq/kgを超える放射性物質が検出された．その後，

放射性物質について，基礎的な知識を持たない多く

の人が過剰な反応を示し，第一次産業への風評被害

が発生した．第一次産業の中でも漁業がより大きな

打撃を受けた．例えば，福島県において漁獲量（漁獲

高）は平成 22 年度の場合，それぞれ約 4 万トン（約

110 億円）であったが，平成 28 年度の場合，約 9 千

トン（約 10 億円）となっている 2)．平成 22 年度と平

成 28 年度で比較すると漁獲量は約 80%，漁獲高は約

90％減少している．このことから，東北地方太平洋沖

地震及び福島第一原子力発電所事故の影響が今なお

続いているということが言える．漁業が他の第一次

産業と比べ，打撃を受けている理由として，水産物は

農作物と比べて，高い放射能強度が検出されている

ことが挙げられる． 例えば，福島第一原子力発電所

の事故後，食品基準値 100 Bq/kg の 380 倍の放射能強

度を持つアイナメ 3)や同じく食品基準値の約 16 倍の

放射能強度を持つヒラメが福島県沖で漁獲された 4)．

さらに，基準値以下ではあるが，東京湾や福島県沖以

外で，高放射能強度の魚類が発見されたことがマス

メディアによって大々的に報じられた．しかしなが

ら，放射性物質が含まれている水産物を摂取した際，

どの程度人体に影響を及ぼすのかということを正し

く理解している人は少数であると考えられる． 

そこで，本研究では，高放射能強度の魚類を摂取し

た際の人体の総内部被曝量，及び食物連鎖を考慮し

た放射性物質残留量の算出手法を検討することを目

的としている． 

２．人体における放射能強度と実効線量の計算  

(1) 放射能強度の連続方程式 

本研究では，国際放射線防護委員会が厳密な計算

によって算出した内部被曝量と概ね同精度に算出が

可能な山田・佐々木の理論 5)6)を用いた．この理論

は，流出解析で一般的に用いられている理論を応用

したものである． 

上記の理論を用いるため，放射性原子の人体にお

ける貯留量 N，放射性原子の原子での摂取フラック

ス r，放射性原子の実効的流出フラックス qe，原子核

崩壊による放射性原子の流出フラックス qp，排泄に

よる放射性原子の流出フラックス qbそれぞれの関係

を 1 段タンクによって表現する．人体における放射

性原子の貯留量 N と放射性原子の原子での摂取フラ

ックス r，実効的流出フラックスの関係は， 

 
   tNtr

dt

tdN
e  (1) 

の連続方程式で表される．減衰定数αeは実効半減期

によって決められる定数である．実効半減期とは，核

種のみ依存する原子核崩壊による物理学的半減期と

排泄と代謝による生物学的半減期，これらの 2 つの

半減期から定められる半減期のことである． 

ここからはある物質内で 1 秒間に起こる原子核崩

壊の回数である放射能強度[Bq]について考える．放

射性同位体の原子数と放射能強度は比例関係にあり，

その比例定数が物理学的減衰係数である．放射能強

度を h とし，これを式で表すと， 

   thtNp              (2)   

となり，式(1)の両辺にαpをかけると， 

dh t( )
dt

= rr t( ) -aeh t( )           (3)   
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となる．  

(2) 総内部被曝量及び実効線量の計算方法 

総内部被曝量 I は体内で原子核崩壊した放射性同

位体の累積個数であり，(4)式のように放射能強度 h

を時間積分することで求められる． 

 
(4) 

また，(4)式より実効線量Sを求めることができる．

(4)式は人体に崩壊する放射性物質の総内部被曝量に

一個当たりの原子核崩壊により人体が吸収するエネ

ルギー量をかけ，体重で割ったものである（1.6×10-

13[J/MeV]は単位換算の係数である）． 

tBody weigh

106.1464.0)(
)(

13


tI
tS  (5) 

３. 計算条件 

 食物連鎖は，高放射能強度が検出されたアイナメ

及びヒラメの被捕食者として，アイナメの場合はシ

ラスを，ヒラメの場合はイカナゴ及びカタクチイワ

シを選んだ．アイナメ及びヒラメは，上記以外に甲殻

類など7)を摂取している．しかし，甲殻類は以下の理

由から被捕食者から除外した．①アイナメ及びヒラ

メの放射能強度を計算する際に被捕食者の体重が必

要となり，甲殻の吸収量についての十分な資料が得

られない．②ヒラメについては①に加え，イカナゴ及

びカタクチイワシの摂取率がヒラメの全摂取量の中

の9割以上を占めている7)．以上の理由から被捕食者

を決定した．さらに，シラス，イカナゴ及びカタクチ

イワシの被捕食者である動物プランクトンにおいて

は，半減期や生息量など十分な資料がないため，考慮

しない． 

 食物連鎖は多段直列タンクモデルで表現し，その

概念図を図-1に示す．本研究における流出量は，原

子核崩壊と排泄，代謝であり，それらを摂取するこ

とはないため，入力項目は一つ上のタンクそのもの

である．それに加え，1段目のシラス，イカナゴ及

びカタクチイワシ，2段目のアイナメ及びヒラメに

関しては，海から摂取する放射能強度を考慮した．

これらを式で表現すると，1段目から順に， 
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(8) 

となる．ここで，Nは放射性原子の人体における貯留

量，pは魚類が海から摂取する放射能強度の摂取フラ

ックス，αは減衰係数，nは摂取数を表している． 

(1) 実効半減期 

魚類の半減期は，水産庁が定期的に行っている魚

類体内のセシウム137の実測値から算出した．しか

し，10 Bq/kg以下は機器の測定限界であるため，正

確な値を知ることができない．そのため，このまま

指数近似曲線を求めると，半減期が長くなる．つま

り，下限値を値として用いて求めた半減期で計算を

行うと，体内に貯留する期間が長くなり，実際より

も人間に対して放射性物質の影響が大きくなる計算

となる（以下，この条件を危険側とする）．シラス

は半減期が短く，測定限界の影響が小さいと考え，

46日と固定した．アイナメの半減期は実測値の指数

近似曲線から危険側で算出した値である347日及び

文献より100日8)，239日9)とした．イカナゴ及びカタ

クチイワシの半減期はそれぞれ実測値の指数近似曲

線から危険側で算出した値である347日及び9902日

とした．ヒラメの半減期は実測値の指数近似曲線か

ら危険側で算出した値である693日及び文献より205

日9)，379日10)とした． 

(2) 魚類の摂餌量 

 アイナメ及びヒラメの餌の摂取量については，文

献4)より1年間平均ではヒラメの胃の中の餌の重量は

 

図-1 計算の概念図 
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ヒラメの体重の1 %であったことから，魚類の胃の中

の餌の重量と同じ量を摂取する場合11)12)及び魚類の

体重の1 %8)を摂取する場合の2通りを考えた．シラス

の体重は実測より0.08 gとし，アイナメの成魚の体重

を300 g13)とした場合，それぞれアイナメのシラス摂

取量は，48匹及び36匹である．イカナゴ及びカタクチ

イワシの体重は1.9 g14)15)，10 g14)16)とし，ヒラメの成

魚の体重を694 g14)17)とした場合，ヒラメのイカナゴ

及びカタクチイワシの摂取比率7)はどちらの場合も

3：1であった． 

(3) 海から魚類へのセシウム137の移行 

 図-2 に示すのは，福島第一原子力発電所近傍にお

ける海水のセシウム137の放射能強度を表している．

但し，この値が全て魚類に移行するわけではない．し

かし，海から魚類へ移行するセシウム 137 の割合を

示す既往研究や資料は非常に少ない．さらに，魚類の

一日当たりの海水の取込量も正確にはわからない．

そのため，魚類体内に取り込む一日当たりの海水量

と取り込んだ海水からのセシウム 137 の吸収係数と

を掛けた係数 m [L]を設定した．具体的には，シラス

及びイカナゴ，カタクチイワシのそれぞれの係数 m

は水産庁の観測値と一致するように決定した．アイ

ナメ及びヒラメの係数 m は被捕食者の摂取量に応じ

て，観測値と一致するように決定した．魚類が海から

摂取する放射能強度の摂取フラックスを表す式は以

下の通りである． 

   tRmtp   (9) 

ここで，pは魚類が海から摂取する放射能強度の摂取

フラックス，mは魚類体内に取り込む海水量と取り込

んだ海水からのセシウム137の吸収係数との積，Rは

海水のセシウム137の放射能強度である．これらより，

人がアイナメ及びヒラメを摂取する場合は，アイナ

メ及びヒラメの半減期がそれぞれ3種類，アイナメ及

びヒラメの被捕食者の摂取方法が2種類でそれぞれ

計6種類の計算を行った．計算条件をまとめたものを

表-1に示す．また，摂取した魚類の持つ放射能強度は

全て取り込み，人間は毎日1匹のアイナメまたはヒラ

メを摂取するとして計算を行う． 

４．結果及び考察 

 人体における放射能強度の結果を図-3に示す．ア 

イナメ及びヒラメの被捕食者の摂取方法を変えた場

合，人体における放射能強度に大きな差は見られな

かった．アイナメ及びヒラメにおいて，半減期が長く

なるにつれて，人体における放射能強度のピーク値

が高くなり，ピーク到達時間が遅くなることがわか

った．図-4は食物連鎖を考慮した際の人体が受ける

総内部被曝量を表している．震災から6年後（約2,300

日）までの総内部被曝量の最大値は，アイナメ及びヒ

表-1 アイナメ及びヒラメを摂取する際の 

人体における総内部被曝量 

 
 

 
図-2 福島第一原子力発電所近傍の海水の 

セシウム 137 放射能強度 

 
図-3 人体におけるセシウム 137 放射能強度 

 
図-4 食物連鎖を考慮した際の人体が受ける 

総内部被曝量 
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ラメの場合でそれぞれ7.5×10-7 mSv，8.7×10-7 mSvであ

った．人の経口摂取による年間総内部被曝量は日本

人平均で0.99 mSvである18)ため，6年間当たりの総内

部被曝量割合はそれぞれ，1.3×10-5 %，1.5×10-5 %とな

り，非常に小さいことがわかった． 

アイナメ及びヒラメは平成24年から約1～4年間，

福島県，宮城県及び茨城県で出荷制限対象に指定さ

れていた．計算結果では，出荷制限の対象であったア

イナメ及びヒラメを毎日1匹食べ続けても人体が受

ける総内部被曝量は，人体が6年間に受ける総内部被

曝量に比べ，非常に小さい値であることを示してい

る．このことから，出荷規制の対象となっていた高放

射能強度のアイナメ及びヒラメを摂取することで人

体が受ける影響は，計算上では，ほとんどないと言え

る．また，人間が摂取するアイナメ及びヒラメの半減

期が長いほど，人体における放射能強度のピークが

遅くなり，影響が長く続くことから，人体における放

射能強度の値も高くなることがわかった．しかし，人

体に危険を及ぼすほどの値ではないため，計算上で

は，人体に影響はほとんどないと言える． 

５．まとめ 

 本研究は，海洋の食物連鎖を水文学的アプローチ

（多段直列タンクモデル）で表現し，高放射能強度の

魚類を摂取した際の人体の総内部被曝量，及び食物

連鎖を考慮した放射性物質残留量の算出手法を検討

した．得られた知見を以下に示す． 

1) 水産庁による魚類の放射性物質調査結果に基づ

いて食物連鎖の計算を行うと，人体の総内部被曝

量は，人体の6年間の総内部被曝量に比べ非常に

小さな値となり，魚類の放射能強度は人体の総内

部被曝量に影響を与えるほどの値ではないこと

がわかった． 

2) アイナメ及びヒラメの半減期が長くなると，人体

における放射能強度のピークが遅くなり，影響が

長く続くことから，値も高くなることがわかった． 
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